
最近の北海道経済の動向等について
（全国財務局長会議報告資料）
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北 海 道 財 務 局
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Ⅱ．北海道財務局管内の経済構造
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Ⅰ.最近の北海道財務局管内の経済情勢

〔先行き〕 先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待される。ただし、物価上昇の継続、
米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要がある。

前回（７年４月判断） 今回（７年７月判断）
前回
比較

備考

個人消費 持ち直している 持ち直している

生産活動 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある

設備投資 ６年度は増加見込み ７年度は増加見込み

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

住宅建設 弱含んでいる 弱含んでいる

観 光 回復している 回復している

公共事業 前年を下回る 前年を上回る
前年を上回るのは、令和７
年１月判断以来、２期ぶり

企業の景況感 「下降」超となっている 「下降」超となっている

企業収益 ６年度は減益見込み ７年度は減益見込み

（注） ７年７月判断は、前回７年４月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。

前回（７年４月判断） 今回（７年７月判断） 前回比較 総括判断の要点

総括判断 持ち直している 持ち直している
個人消費は、持ち直している。生産活動は、一進一退の状況にある。
雇用情勢は、緩やかに持ち直している。観光は、回復している。
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（注）輸入品に課される税・関税を除く構成比

第一次
産業

第二次
産業

第三次
産業

北海道
(R4年度)

4.3 16.7 79.0

全国
(R5暦年)

0.9 26.1 72.9

○総生産内訳（％）

（全国：20.7％）

（４）製造品出荷額等の構成比

【出所】国土交通省国土地理院、総務省、内閣府、経済産業省、函館税関

2050年の高齢化率では、全国が37.1%に対し、北海道は42.6%と
高齢化率が高くなると推計され、北海道は全国より15年程度早く人口
減と高齢化が進んでいる。

【出所】総務省、国立社会保障・人口問題研究所

総人口のピーク年を１００とした推移と高齢化率

○食品工業構成比（％）

食品工業

北海道
(R4暦年)

41.1

全国
(R4暦年)

11.6

※食品工業は、食料品製
造業+飲料・たばこ・
飼料製造業。

【出所】総務省・経済産業省「2023年経済構造実態調査」

（３）人口推計（高齢化率）

北海道
20.9兆円

Ⅱ．北海道財務局管内の経済構造
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0.4%

1.8%

2.9%

4.6%

4.1%

3.5%

4.1%

22.1%

輸出額（R6年)

製造品出荷額等（R4年）

製造業事業所数（R5年6月）

小売業年間販売額（R4年）

就業者数（R2年度）

県内総生産（R4年度）

人口（R6年1月1日）

面積（R7年4月） 83,422k㎡

5,094千人

20兆8,893億円

2,347千人

6兆6,690億円

6,423所

6兆6,413億円

4,360億円



構成比
輸出額

（百万円）

輸出総額 100.0% 435,956

自動車の部分品 20.6% 89,883

食料品及び動物 16.9% 73,693

ホタテ等 9.6% 41,930

一般機械 10.5% 45,711

鉄鋼 8.7% 37,911

鉄鋼くず 5.9% 25,662

船舶 5.5% 24,038

石油製品 4.6% 20,210

その他 27.3% 118,849

（参考）北海道の輸出構造の概要 北海道財務局

Ⅱ．北海道財務局管内の経済構造

• 輸出額１位は、自動車の部分品、２位はホタテをはじめとした食料品。<図表１>

• 2024年の米国への輸出額は895億円で、総額の２割を占め、最大の輸出先。<図表２> （対米輸出割合：北海道20.5％、全国19.9％）

• 米国向けは、近年、自動車の部分品が増加しているほか、ホタテ等が、中国の日本産水産物に対する禁輸措置を受け、米国を中心に代替さ
れたことにより大きく増加。<図表３>

自動車の
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64%
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16%

鉄鋼

6%

その他

14%

○対米輸出額 品目別構成比（2024年）

構成比
輸出額

（百万円）

総額 100.0% 89,462

自動車の   
部分品

64.0% 57,264

ホタテ等 15.8% 14,178

鉄鋼 6.4% 5,762

その他 13.7% 12,257

食料品及び
動物

16.9%

一般機械

10.5%鉄鋼

8.7%鉄鋼くず

5.9%

船舶

5.5%

石油製品

4.6%

その他

27.3%

自動車の
部分品

20.6％
ホタテ等

9.6％

○輸出総額 品目別 構成比（2024年）図表１

図表３

米国

21%

ＡＳＥＡＮ
20%

中国
15%

韓国
11%

西欧 

7%

中南米 

5%

中東 

3%

インド 

2%

その他
17%

○輸出総額 国・地域別 構成比（2024年）

構成比
輸出額

（百万円）
全地域計 100.0% 435,956
米国 20.5% 89,462
ASEAN 20.0% 87,087
中国 14.8% 64,402
韓国 10.7% 46,771
西欧 6.9% 30,039
中南米 4.9% 21,383
中東 3.0% 13,221
インド 2.1% 9,079
その他 17.1% 74,511

図表2

ASEAN

35%

米国

34%

西欧

11%

その他

 20%

○ホタテ等輸出額 国・地域別 構成比（2024年）

中国 0％

構成比
輸出額

（百万円）

全地域計 100.0% 41,930

ASEAN 35.3% 14,809

米国 33.8% 14,178

西欧 10.8% 4,549

その他 20.0% 8,395
※2022年 全地域  61,690百万円

うち中国 43,886百万円 構成比71.1％

【出所】財務省「貿易統計」

図表4

※ホタテ等：甲殻類及び軟体動物
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進行している主な取組

次世代産業への投資 北海道財務局

Ⅲ．北海道財務局管内経済の特徴的な動向（1）

• 北海道では、地域の特性を最大限に活かし、持続可能で競争力のある次世代産業の創出に向けた取組が着実に進展している。

• 半導体産業やデータセンターの集積を通じて、地域内で生み出した再生可能エネルギーを地域内で活用する「地産地消」モデルは、
国全体のエネルギー利用の効率性向上・環境負荷の低減と、産業競争力の強化を両立する先進的な取組。

• さらに、インフラ整備・都市再生、観光の高付加価値化、一次産業のスマート化など、既存産業の磨き上げにより、経済基盤の強化
を目指している。

◆ 風力発電（洋上、陸上）や水素など、再生可能エネル
ギーと脱炭素技術の導入を推進する

◆ 北海道の広大な土地と自然条件を活かし、エネルギー供給
地としての地位の確立を目指す

◆ 半導体関連企業やデータセンターの集積を図り、再生可能
エネルギーを活用した次世代産業の拠点を形成する

◆ 地元企業との連携促進によるサプライチェーン構築や、高度
IT人材の育成に向けた大学・専門機関との連携を図る

◆ 北海道新幹線の延伸や札幌中心部の再開発により、交通
利便性と都市機能の向上を図る

◆ 再開発と連動した企業誘致活動を展開し、国内外の企業
進出を積極的に支援

•中核となるRapidus社の次世代半導体工場において試作
成功（2025.７）

•国内最大級のデータセンターが建設中。

•関連産業の進出が進み、千歳市等では工業団地が飽和
状態。北海道財務局は千歳市の要望を受け国有地の売
払手続を進める方針。

• 2024年6月、北海道・札幌市が 「ＧＸ金融・資産運用
特区」に認定

•風力発電においては、2024年は、石狩湾の洋上（約

11.2万kW）、道北・豊富町の陸上（6.9万kW）の稼働
等により、北海道は全国の新規導入量の7割弱を占めた。

•洋上風力発電において、想定出力が国内最大級とされる
「桧山沖」の事業化に向けた手続きが順調に進捗。

•北海道新幹線（新函館北斗〜札幌間）は、トンネル工事の
難航から2030年度末の開業は困難となり、2038年頃の見
通し。

•札幌駅南口などでの再開発事業は、工事費の高騰なども踏ま
え計画を見直し（高さ変更、段階的整備・開業）

ソフトバンク株式会社 
   北海道苫小牧AIデータセンター

写真提供：ソフトバンク株式会社

写真提供:札幌駅南口北４西３地区
市街地再開発組合

（イメージ）

半導体関連企業やデータセンターの集積

グリーントランスフォーメーション（GX）の推進

インフラ整備と都市再生

※一般社団法人日本風量発電協会資料から北海道財務局において算出

合同会社グリーンパワー石狩
石狩湾新港洋上風力発電所

現状
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札幌都心部の再開発（工事費高騰等の影響）、観光（インバウンド拡大への対応） 北海道財務局

Ⅲ．北海道財務局管内経済の特徴的な動向（2）

•札幌駅前をはじめとした中心部の再開発事業は、新幹線延伸開業時期の延期や資材価格・人件費の上昇も踏まえた計画変更や段階
的な整備への移行も図りつつ、早期の都市機能強化・オフィス需要の取り込みを目指して進捗している。

• インバウンド需要の拡大に伴い、航空機の地上支援業務（グランドハンドリング）を担う人材の不足が国内各地で課題となっている中、
北海道では「７空港一体運営」という枠組みを通じて、空港運営に必要な人材の確保や、エアライン誘致活動の一体的な展開を推進。

•地域間連携による効率的かつ積極的な空港運営体制構築の取組は、全国に先駆けたモデルとして注目されている。

➢空港間での人員共有／派遣、雇用維持支援
➢グラハンに必要な機材の共同購入・設置 など

「７空港一体運営」

• 一つの民間事業者が北海道内の７つの空港を一体的・包括的に運営す
ることで、広域連携と効率化を推進。（2021年〜）

• 同社は、空港所在地の自治体等と「道内空港受入体制整備実行委員
会」を組成し、資金を拠出。インバウンドの拡大に向けた下記取組に活用。

グラハン不足への対応

新千歳のノウハウを活かし、路線誘致活動を一体的
に展開。旅行先の分散、各地域経済の活性化へ

路線誘致、観光客の広域分散

■空港関係者の声

➢ 人材確保をはじめ様々な取組を通じて、新千歳空港において、雪まつりや
春節期間を含む今年２月、過去最多の旅客数となったこと、これに対応
できたことは大きな成果だと考えている。

➢ 地方空港の国際便は休止のリスクも比較的高く、企業はグラハン人材を
抱えることには慎重にならざるを得ない。人員共有の取組には期待。

観光

再開発

再開発･企業誘致「大札新」の推進

■不動産関係者の声

➢ 建築費の高騰もあり、新築ビルの賃料はこれまでの札幌中心部の水準を
大きく上回るが、立地の良さから、床面積を縮小してでも入居したいという
企業が多い。

➢ 今回の再開発に合わせた外資系ハイグレードホテルの進出は、半導体や
ＧＸ関連のビジネス客など多様な需要を見据えている。札幌のオフィス賃
料は比較的安く、優良物件には高賃料負担企業の誘致を期待したい。

写真提供:平和不動産株式会社

写真提供:札幌駅交流拠点北５西１・西２   
地区 市街地再開発組合

（イメージ）

（イメージ）

～国内唯一の広域空港運営モデル～
新千歳、稚内、釧路、函館、旭川、帯広、女満別

•北海道新幹線の札幌延伸開業の延期により、当初
2030年度を見据えて進められてきた再開発は、一部
でスケジュール再検討の動き。

•早期の都市機能強化・オフィス需要の取り込みを目指
し、コストを考慮した計画変更を行いつつ整備を推進。

～経済効果の早期発現に向けて～

新幹線の開業時期に左右されず、地域の活力
を高めるための投資継続を期待する声

新幹線
開業時期の遅れ

資材高
都市機能や

ビジネス拠点としての魅力の向上

雇用創出 消費拡大
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